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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸水性樹脂を含む、セメント用添加剤であって、
前記吸水性樹脂が、ノニオン性非架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン性架橋性単
量体０．１モル％以上含む単量体混合物を重合してなり、
前記単量体混合物中、アニオン性単量体の含有量が２０モル％以下であり、
　前記ノニオン性非架橋性単量体が、Ｎ－ビニルアシルアミドであることを除く、セメン
ト用添加剤。
【請求項２】
　前記吸水性樹脂を、ｐＨ１２．９の水溶液（ここで、ｐＨ１２．９の水溶液は、ＣａＳ
Ｏ４・２Ｈ２Ｏ１．７２ｇ、Ｎａ２ＳＯ４６．９６ｇ、Ｋ２ＳＯ４４．７６ｇ、ＫＯＨ７
．１２ｇおよび脱イオン水９７９．４ｇを混合した水溶液）に２５℃で２時間浸漬した場
合の吸水倍率が２０ｇ／ｇ未満である、請求項１に記載のセメント用添加剤。
【請求項３】
　前記吸水性樹脂を、前記ｐＨ１２．９の水溶液に２５℃で２８日間浸漬した場合の吸水
倍率が２０ｇ／ｇ以上である、請求項１または２に記載のセメント用添加剤。
【請求項４】
　前記吸水性樹脂の９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にある、請求項１～３のい
ずれか１項に記載のセメント用添加剤。
【請求項５】
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　前記ノニオン性非架橋性単量体が水溶性である、請求項１～４のいずれか１項に記載の
セメント用添加剤。
【請求項６】
　前記ノニオン性非架橋性単量体が、（メタ）アクリルアミド系単量体、Ｎ－ビニルラク
タム系単量体、ヒドロキシ（メタ）アクリレート、不飽和アミン、シアン化ビニル系単量
体、および下記一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールアルケニルエー
テル系単量体；
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１、Ｒ２、およびＲ３は、それぞれ独立して、水素原子またはメチ
ル基を表し、Ｒ４は、水素原子または炭素原子数１～３０の炭化水素基を表し、ＲａＯは
、同一または異なって、炭素原子数２～１８のオキシアルキレン基を表し、ｎは、ＲａＯ
で表されるオキシアルキレン基の平均付加モル数を表し、ｎは１～５００の数であり、ｘ
は０～２の整数であり、ｙは０または１である。）からなる群から選択される少なくとも
１種を含む、請求項１～５のいずれか１項に記載のセメント用添加剤。
【請求項７】
　前記ノニオン性非架橋性単量体が（メタ）アクリルアミド系単量体を含む、請求項１～
６のいずれか１項に記載のセメント用添加剤。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載のセメント用添加剤、およびセメント分散剤を含む
、セメント混和剤。
【請求項９】
　前記セメント分散剤がポリカルボン酸系分散剤である、請求項８に記載のセメント混和
剤。
【請求項１０】
　請求項１～７のいずれか１項に記載のセメント用添加剤、およびセメントを含む、セメ
ント組成物。
【請求項１１】
　さらにセメント分散剤を含む、請求項１０に記載のセメント組成物。
【請求項１２】
　前記セメント分散剤がポリカルボン酸系分散剤である、請求項１１に記載のセメント組
成物。
【請求項１３】
　吸水性樹脂、およびセメントを含むセメント組成物であって、
前記吸水性樹脂は、ノニオン性非架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン性架橋性単
量体０．１モル％以上含む単量体混合物を重合してなり、前記単量体混合物中、アニオン
性単量体の含有量が２０モル％以下であり、
　前記ノニオン性非架橋性単量体が、Ｎ－ビニルアシルアミドであることを除く、セメン
ト組成物。
【請求項１４】
　請求項１０～１３のいずれか１項に記載のセメント組成物を成形してなる、成形体。
【請求項１５】
　セメントを含むセメント組成物を成形してなる成形体の強度向上方法であって、
前記セメント組成物に請求項１～７のいずれか１項に記載のセメント用添加剤を含有させ
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ることを有する、成形体の強度向上方法。
【請求項１６】
　請求項１～７のいずれか１項に記載のセメント用添加剤と、骨材と、を含む、骨材組成
物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、セメント用添加剤、セメント混和剤、セメント組成物、成形体、および成形
体の強度向上方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　土木建築現場ではセメントが多用され、セメントに水を添加したセメントペーストや、
これに細骨材である砂を混合したモルタル、更に小石を混合したコンクリートなどのセメ
ント組成物は、構造材や土台、耐火壁など多目的に使用されその使用量も多い。これらの
セメント組成物は、セメントと水との水和反応により、凝集、硬化を経て成形体として強
度を発生させる。
【０００３】
　セメント組成物には種々の特性向上を目的としてセメント用添加剤が添加される。かよ
うな添加剤として、吸水性樹脂が知られている。例えば、特許文献１には、スルホン酸系
単量体を含む単量体成分を重合してなる吸水性樹脂をセメント組成物に添加することが開
示されている。このような吸水性樹脂の添加により、施工初期にセメント組成物からの水
の蒸発速度が緩慢になり、亀裂が発生しないとしている。
【０００４】
　また、特許文献２では、吸水性樹脂をセメント組成物に添加するにあたり、硬化前の生
コンクリートを生コンクリートの製造工場から建設現場に運搬する際に運搬時間を要する
ため、当該運搬中に吸水性樹脂が飽和吸水量に達してしまうという問題点に鑑み、徐溶性
／加水分解性の樹脂で吸水性樹脂の表面を被覆して得られる吸水性樹脂をセメント用添加
剤として用いる技術を開示している。
【０００５】
　なお、セメント用添加剤に関する先行技術としては、他に特許文献３～５がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭６３－２９１８４０号公報
【特許文献２】特開平１－２６１２５０号公報
【特許文献３】特開平０９－００２８５４号公報
【特許文献４】特開平１０－１０１３９２号公報
【特許文献５】特開平１０－１３４３号公報
【発明の概要】
【０００７】
　セメント組成物を成形して得られる成形体の性能の中で、最も重要な特性の一つが強度
である。強度は大きく早期強度と長期強度に分類される。早期強度は、養生期間が主に数
日程度の強度を示し、早期強度が高いと工期の短縮化や工事の省力化に繋がる。一方、長
期強度は、養生期間が主に２８日以降の強度を示し、コンクリートの耐久性と直結し構造
物には欠かせない性能となる。このため、セメント組成物を成形して得られる成形体の長
期強度が高いことは非常に重要である。
【０００８】
　また、硬化前の生コンクリートは、生コンクリートの製造工場から建設現場まで運搬さ
れ、打設場所にてポンプ圧送されて、型枠内に充填される。ポンプ圧送時に、セメント組
成物の流動性が低すぎたり、粘性が高すぎると、輸送に長時間を要してしまったり、ひど
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い場合は配管内でセメント組成物が閉塞するという問題が発生する。そのため、作業性の
観点から、打設時のセメント組成物は粘性が低く、流動性が高いことが好ましい。
【０００９】
　そこで、本発明は、打設時等の添加初期にはセメント組成物の粘性が低く、また流動性
が高く、かつ、添加によりコンクリート等の成形体の長期強度が向上するセメント用添加
剤を提供することを目的とする。
【００１０】
　本発明は、吸水性樹脂を含む、セメント用添加剤であって、吸水性樹脂が、ノニオン性
非架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン性架橋性単量体０．１モル％以上含む単量
体混合物を重合してなり、単量体混合物中、アニオン性単量体の含有量が２０モル％以下
である、セメント用添加剤である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　＜セメント用添加剤＞
　本発明の第一実施形態は、吸水性樹脂を含む、セメント用添加剤であって、吸水性樹脂
が、ノニオン性非架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン性架橋性単量体０．１モル
％以上含む単量体混合物を重合してなり、単量体混合物中、アニオン性単量体の含有量が
２０モル％以下である、セメント用添加剤である。
【００１２】
　本実施形態のセメント用添加剤によれば、添加によっても初期のセメント組成物の粘性
が変化しにくい。このため、打設時にセメント組成物を扱いやすく、また、ポンプ圧送し
やすく、作業性が向上する。また、本実施形態のセメント用添加剤によれば、添加により
長期養生期間経過後（例えば、２８日後）のコンクリート等の成形体の長期強度が向上す
る。
【００１３】
　本実施形態のセメント用添加剤を用いることで、初期のセメント組成物の流動性が高く
、粘性が低い一方、成形体の長期強度が顕著に向上する。このような優れた効果は、本発
明の吸水性樹脂が、水添加直後（例えば、２時間程度まで）は高い吸水性能を発現せずに
、時間経過後に吸水能を発揮し、かつ、時間経過後には高い吸水性能を発現することに起
因するものと考えられる。
【００１４】
　第一実施形態において用いられる吸水性樹脂は、単量体混合物中、アニオン性単量体の
含有量が２０モル％以下である。アニオン性単量体の含有量が２０モル％を超えると、初
期、例えば、水添加後５分で吸水性能が発現し始める（後述の比較製造例１参照）。しか
しながら、水が吸水性樹脂に吸水されることで、セメント組成物の粘度が急激に上昇し、
また、セメント組成物の流動性を向上させるために分散剤の添加量を大幅に増加させる必
要が生ずる（後述の比較例９～１６）。一方、単量体混合物中、アニオン性単量体の含有
量が２０モル％以下で、かつ、ノニオン性非架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン
性架橋性単量体０．１モル％以上であることで、初期、例えば、水添加後５分での吸水性
能はあまり高くならない。また、添加２時間経過後も急激な吸水性能を発揮しない（後述
の実施例参照）。このため、セメント組成物中の水の吸水性樹脂による吸水量が低く、ま
た、少量のセメント分散剤添加で、添加初期のセメント組成物の粘性／流動性が維持され
る。ゆえに、施工者の作業効率性や、ポンプ圧送が円滑に行われる。一方、本発明者らは
、単量体混合物中、アニオン性単量体の含有量が２０モル％以下で、かつ、ノニオン性非
架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン性架橋性単量体０．１モル％以上であること
で、成形体の長期強度が向上することを見出した。本実施形態の吸水性樹脂は、緩やかに
吸水性能を発揮するために、打設時から養生期間に至る期間に緩やかに周囲の水を吸収す
る。これにより、成形体からの水分の逸散を防ぐ。また、セメントは水和反応で強度を発
現するため、水分が不足すると十分な反応が行われず、強度が期待するほど十分に発現し
ない。吸水性樹脂が打設後に水を蓄えることで、養生期間中に残存未水和物に吸水性樹脂
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から水が供給され、セメントの水和率が向上し、コンクリートの強度が向上するものと考
えられる。アニオン性単量体の含有量が少ない重合体であっても高い吸水性能が発揮され
るという知見は、吸水性樹脂を構成するアニオン性単量体中のアニオン性基の反発によっ
て吸水性能が発揮されると従来考えられてきたことから鑑みると、大変意外な事実である
。ノニオン性単量体が主成分である重合体が経時で吸水性能がなぜ発揮されるのかについ
ての詳細なメカニズムは不明である。
【００１５】
　以下、セメント用添加剤について詳細に説明する。
【００１６】
　本明細書において、範囲を示す「Ｘ～Ｙ」は「Ｘ以上、Ｙ以下」を意味する。
【００１７】
　本明細書において、「～酸（塩）」は「～酸および／またはその塩」を意味する。「（
メタ）アクリル」は「アクリルおよび／またはメタクリル」を意味する。
【００１８】
　［吸水性樹脂］
　本明細書において「吸水性樹脂」とは、ＥＲＴ４４１．２－０２により規定される水膨
潤性（ＣＲＣ）が５ｇ／ｇ以上であり、および可溶成分が５０質量％以下である高分子ゲ
ル化剤をいう。「ＥＲＴ」は、ＥＤＡＮＡ（欧州不織布工業会（European Disposables a
nd Nonwovens Associations）の略称）が制定している、欧州標準（実質的な世界標準）
の吸水性樹脂の測定法（EDANA Recommended Test Methods）の略称である。本明細書では
、特に断りのない限り、２００２年版のＥＲＴに準拠して、吸水性樹脂の物性を測定する
。
【００１９】
　吸水性樹脂は、ｐＨ１２．９の水溶液５０ｍＬに２５℃で２時間浸漬した場合の吸水倍
率が２０ｇ／ｇ未満であることが好ましく、１８ｇ／ｇ未満であることがより好ましく、
１７．０ｇ／ｇ未満であることがさらにより好ましい。このような特性を有することで、
セメント用添加剤添加初期には粘性が低く、また流動性が高く、作業性に優れる。なお、
ｐＨ１２．９の水溶液に２５℃で２時間浸漬した場合の吸水倍率は、低ければ低いほど好
ましく、その下限は特に限定されるものではないが、通常５ｇ／ｇ以上となる。
【００２０】
　本明細書においてｐＨ１２．９の水溶液は、ＣａＳＯ４・２Ｈ２Ｏ１．７２ｇ、Ｎａ２

ＳＯ４６．９６ｇ、Ｋ２ＳＯ４４．７６ｇ、ＫＯＨ７．１２ｇおよび脱イオン水９７９．
４ｇを混合した水溶液である。ｐＨ１２．９の水溶液は、セメントを含む場合に強アルカ
リになることを模したセメント模擬液である。このため、当該水溶液によって、セメント
用添加剤を含むセメント組成物に水を添加した際の吸水性樹脂の挙動を模倣することがで
きる。
【００２１】
　また、ｐＨ１２．９の水溶液に２５℃で２８日間浸漬した場合の吸水性樹脂の吸水倍率
は例えば、１０ｇ／ｇ以上であり、長期強度向上の観点からは、２０ｇ／ｇ以上であるこ
とが好ましく、３０ｇ／ｇ以上であることがより好ましく、３１ｇ／ｇ以上であることが
さらにより好ましく、３５ｇ／ｇ以上であることが特に好ましい。なお、ｐＨ１２．９の
水溶液に２５℃で２８日間浸漬した場合の吸水倍率は、高ければ高いほど好ましく、その
上限は特に限定されるものではないが、通常５０ｇ／ｇ以下であり、４５ｇ／ｇ以下であ
ることが好ましい。
【００２２】
　吸水性樹脂は粉末であることが好ましく、粉末の形状としては、球状やその凝集物でも
、含水ゲル又は乾燥重合体に対して粉砕工程を経て得られた不定形（破砕状）でもよいが
、不定形（破砕状）であることが好ましい。
【００２３】
　吸水性樹脂（粉末）の粒度分布は、長期強度が一層向上することから、その９０質量％
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以上が４５～８５０μｍの範囲にあることが好ましく、１００～８５０μｍの範囲である
ことがより好ましく、２５０～８５０μｍの範囲、更に２５０～７００μｍの範囲、更に
２５０～６００μｍの範囲であることがさらにより好ましい。吸水性樹脂（粉末）の平均
粒子径が大きくなることで、水の徐放性が高まり、長期強度が一層向上するものと考えら
れる。また、吸水性樹脂（粉末）の平均粒子径が上記上限以下であることで、耐凍結融解
抵抗性の点から好ましい。
【００２４】
　吸水性樹脂（粉末）の質量平均粒径（Ｄ５０）は、欧州特許第０３４９２４０号に開示
された「Ａｖｅｒａｇｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｄｉａｍｅｔｅｒ　ａｎｄ　Ｄｉｓｔｒｉ
ｂｕｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｄｉａｍｅｔｅｒ」と同様の方法で測定するこ
とができる。即ち、目開き８５０μｍ、７１０μｍ、６００μｍ、５００μｍ、４２０μ
ｍ、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、１０６μｍ、４５μｍを有するＪＩＳ標準篩
（ＪＩＳ　Ｚ８８０１－１（２０００））または相当する篩を用いて、粒子状吸水剤１０
ｇを分級し、各篩上に残った吸水性樹脂および全篩を通過した吸水性樹脂の質量をそれぞ
れ測定する。振動分級器（ＩＩＤＡ　ＳＩＥＶＥ　ＳＨＡＫＥＲ、ＴＹＰＥ：ＥＳ－６５
型、ＳＥＲ．Ｎｏ．０５０１）により、５分間、分級を行ない、残留百分率Ｒを対数確率
紙にプロットすることで粒度分布が得られる。そして、Ｒ＝５０質量％に相当する粒子径
を質量平均粒径（Ｄ５０）として読み取り平均粒子径とすることができる。
【００２５】
　吸水性樹脂中の残存単量体量は、１０００質量ｐｐｍ以下であることが好ましく、５０
０質量ｐｐｍ以下であることがより好ましく、４００質量ｐｐｍ以下であることがさらに
より好ましい。残存単量体量が上記上限以下であることで、セメント組成物に添加した際
に安全性が高い。残存単量体量は、少なければ少ないほど好ましいが、通常５質量ｐｐｍ
以上となる。
【００２６】
　残存単量体量の低減方法は、従来公知の方法を用いることができ、例えば、重合後に還
元性物質を添加するなどの方法を用いることができる。ここで、残存単量体量は、吸水性
樹脂中に残存している単量体量を意味する。また、還元性物質としては、燐系還元剤、硫
黄系還元剤（特に含酸素硫黄系還元剤）などの無機還元剤；アスコルビン酸などの有機還
元剤が例示できる。
【００２７】
　残存単量体量は、ＥＲＴ４１０．２－０２に従い、０．９重量％塩化ナトリウム水溶液
２００ｍｌに対して、吸水性樹脂１．０ｇを添加し、５００ｒｐｍで１時間攪拌した後の
溶解したモノマー量（単位；質量ｐｐｍ）をＨＰＬＣ（高速液体クロマトグラフィー）を
用いて測定された値を採用する。
【００２８】
　吸水性樹脂は、ノニオン性非架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン性架橋性単量
体０．１モル％以上含む単量体混合物を重合してなる。単量体混合物は、吸水性樹脂の主
成分である重合体を形成する重合性単量体全体を指すものであり、重合体を形成する単量
体合計が１００モル％となる。そして、単量体混合物は、少なくとも、ノニオン性非架橋
性単量体と、ノニオン性架橋性単量体とを含む。また、ノニオン性非架橋性単量体および
ノニオン性架橋性単量体の双方が重合性の単量体（不飽和二重結合を有する単量体）であ
る。ノニオン性架橋性単量体は、例えば不飽和二重結合を２以上有し、主鎖同士を架橋す
る役割を果たす単量体である。
【００２９】
　また、単量体混合物中、アニオン性単量体の含有量が２０モル％以下である。
【００３０】
　換言すれば、吸水性樹脂は、ノニオン性非架橋性単量体由来の構成単位５０モル％以上
およびノニオン性架橋性単量体由来の構成単位０．１モル％以上を有し、かつ、アニオン
性単量体由来の構成単位が２０モル％以下である。なお、ノニオン性非架橋性単量体由来
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の構成単位、ノニオン性架橋性単量体由来の構成単位、アニオン性単量体由来の構成単位
は、各単量体の製造仕込み時のモル比と一致するものと考えてよい。すなわち、他の形態
は、吸水性樹脂を含む、セメント用添加剤であって、吸水性樹脂が、ノニオン性非架橋性
単量体由来の構成単位５０モル％以上およびノニオン性架橋性単量体由来の構成単位０．
１モル％以上を有し、かつ、アニオン性単量体由来の構成単位が２０モル％以下である、
セメント用添加剤である。
【００３１】
　また、本発明の好適な形態は、吸水性樹脂を含む、セメント用添加剤であって吸水性樹
脂が、ノニオン性非架橋性単量体５０質量％以上およびノニオン性架橋性単量体０．１質
量％以上含む単量体混合物を重合してなり、単量体混合物中、アニオン性単量体の含有量
が２０質量％以下である、セメント用添加剤である。
【００３２】
　（ノニオン性非架橋性単量体）
　ノニオン性非架橋性単量体は、吸水性樹脂を構成する単量体成分の主成分である。ノニ
オン性非架橋性単量体は、単量体中、不飽和二重結合を一つ有するものを指す。
【００３３】
　ノニオン性非架橋性単量体は、本発明の効果を一層発揮することができるので、水溶性
であることが好ましい。以下、水溶性のノニオン性非架橋性単量体を水溶性ノニオン性非
架橋性単量体とも称する。ここで、水溶性ノニオン性非架橋性単量体における「水溶性」
とは、２５℃で水１００ｇに対して５ｇ以上溶解することを指す。水溶性ノニオン性非架
橋性単量体は、２５℃で水１００ｇに対して、１０ｇ以上溶解することが好ましく、５０
ｇ以上溶解することがより好ましく、１００ｇ以上溶解することがさらに好ましい。
【００３４】
　ノニオン性非架橋性単量体としては、単量体中、不飽和二重結合を一つ有するものであ
れば、特に限定されるものではない。ノニオン性非架橋性単量体は、好適にはＮ－ビニル
アシルアミドを除く。ノニオン性非架橋性単量体としては、具体的には、（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－モノメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－モノエチル（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ，Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）ア
クリルアミド等の（メタ）アクリルアミド系単量体；Ｎ－ビニルピロリドン等のＮ－ビニ
ルラクタム系単量体；（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸ヒドロ
キシプロピル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシペ
ンチル等のヒドロキシ（メタ）アクリレート；Ｎ－（２－ジメチルアミノエチル）（メタ
）アクリルアミド、ビニルピリジン、ビニルイミダゾール等の不飽和アミン；アクリロニ
トリル、メタクリロニトリル等のシアン化ビニル系単量体；下記一般式（１）で表される
不飽和ポリアルキレングリコールアルケニルエーテル系単量体；
【００３５】
【化１】

【００３６】
（一般式（１）中、Ｒ１、Ｒ２、およびＲ３は、それぞれ独立して、水素原子またはメチ
ル基を表し、Ｒ４は、水素原子または炭素原子数１～３０の炭化水素基を表し、ＲａＯは
、同一または異なって、炭素原子数２～１８のオキシアルキレン基を表し、ｎは、ＲａＯ
で表されるオキシアルキレン基の平均付加モル数を表し、ｎは１～５００の数であり、ｘ
は０～２の整数であり、ｙは０または１である。）等が挙げられる。これらは単独または
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２種以上混合して用いることができる。
【００３７】
　上記一般式（１）において、Ｒ４は水素原子または炭素原子数１～３０の炭化水素基を
表す。ここで、炭素原子数１～３０の炭化水素基としては、例えば、炭素原子数１～３０
のアルキル基（脂肪族アルキル基や脂環式アルキル基）、炭素原子数１～３０のアルケニ
ル基、炭素原子数１～３０のアルキニル基、炭素原子数６～３０の芳香族基などが挙げら
れる。中でも、炭化水素基としてはアルキル基であることが好ましく、脂肪族アルキル基
であることがより好ましい。本発明の効果を一層発現させ得る点で、Ｒ４は、好ましくは
、水素原子または炭素原子数１～２０の炭化水素基であり、より好ましくは、水素原子ま
たは炭素原子数１～１２の炭化水素基であり、さらに好ましくは、水素原子または炭素原
子数１～１０の炭化水素基であり、特に好ましくは、水素原子または炭素原子数１～６の
アルキル基である。上記一般式（１）において、ｎは１～５００の数であるが、好ましく
は１０～３００であり、より好ましくは、１０～１００である。ＲａＯは、同一または異
なって、炭素原子数２～１８のオキシアルキレン基を表し、好ましくは炭素原子数２～８
のオキシアルキレン基であり、より好ましくは炭素原子数２～４のオキシアルキレン基で
ある。ＲａＯの付加形態は、ランダム付加、ブロック付加、交互付加等のいずれの形態で
あってもよい。なお、親水性と疎水性とのバランス確保のため、オキシアルキレン基中に
オキシエチレン基が必須成分として含まれることが好ましく、オキシアルキレン基全体の
５０モル％以上がオキシエチレン基であることがより好ましく、オキシアルキレン基全体
の９０モル％以上がオキシエチレン基であることがさらに好ましく、オキシアルキレン基
全体の１００モル％がオキシエチレン基であることが特に好ましい。上記一般式（１）で
表される不飽和ポリアルキレングリコールアルケニルエーテル系単量体は、従来公知の方
法によって製造することができる。
【００３８】
　さらに、長時間経過後の吸水性能に優れることから、ノニオン性非架橋性単量体が、ｐ
Ｈ１２．９の水溶液に２５℃で２４時間浸漬した場合に加水分解しても良い。ノニオン性
非架橋性単量体が２４時間経過後に強アルカリ条件下で加水分解を起こすことで、時間経
過後（例えば２時間後）に吸水性能を発現するといった特性になりやすい。ここで、ノニ
オン性非架橋性単量体が、ｐＨ１２．９の水溶液に２５℃で２４時間浸漬した場合に加水
分解を起こしていることは、水溶液を液体クロマトグラフィ（ＬＣ）を用いた測定結果に
よって確認することができる。このような加水分解をするノニオン性非架橋性単量体とし
ては、（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシプロピル、
（メタ）アクリル酸ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシペンチル等のヒド
ロキシ（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００３９】
　また、初期には吸水性能が抑制されることから、ノニオン性非架橋性単量体が、ｐＨ１
２．９の水溶液に２５℃で２時間浸漬した場合に加水分解しないことが好ましい。ここで
、加水分解しないとは、加水分解した割合（加水分解率）が５質量％以下であることを指
す。２時間で加水分解を起こさないことで、ノニオン性非架橋性単量体が構造を維持して
いるので、初期に吸水性を発現しにくくなる。このような初期に加水分解しないノニオン
性非架橋性単量体としては、アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）アクリ
ルアミドなどが挙げられる。
【００４０】
　また、時間経過後の吸水性能に優れることから、ノニオン性非架橋性単量体が、（メタ
）アクリルアミド系単量体、ヒドロキシ（メタ）アクリレート、および上記一般式（１）
で表される不飽和ポリアルキレングリコールアルケニルエーテル系単量体からなる群から
選択される少なくとも１種を含むことが好ましく、（メタ）アクリルアミド系単量体を含
むことがより好ましく、（メタ）アクリルアミドを含むことがさらにより好ましく、アク
リルアミドを含むことが特に好ましい。さらに、ノニオン性非架橋性単量体が（メタ）ア
クリルアミドのみであってもよいし、アクリルアミドのみであってもよい。また、他の好
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適な形態は、ノニオン性非架橋性単量体が、（メタ）アクリルアミド系単量体および上記
一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールアルケニルエーテル系単量体を
組み合わせて用いる形態である。
【００４１】
　単量体混合物中、ノニオン性非架橋性単量体の含有量は５０モル％以上である。ノニオ
ン性非架橋性単量体の含有量が、５０モル％以上であることで、添加によっても初期のセ
メント組成物の粘性／流動性が変化しにくい。単量体混合物中、ノニオン性非架橋性単量
体の含有量は、初期には吸水性能が抑制されることから、好ましい順に、７５モル％以上
、８０モル％以上、８５モル％以上、９０モル％以上、９３モル％以上、９５モル％以上
、９７モル％以上、９８モル％以上、９９モル％以上である。単量体混合物中、ノニオン
性非架橋性単量体の含有量の上限は、吸水性能を確保する観点から、９９．９モル％以下
であることが好ましく、９９．８５モル％以下であることがより好ましい。なお、単量体
混合物中の各単量体の含有量は小数点第２位まで求めた値を採用する。
【００４２】
　（ノニオン性架橋性単量体）
　ノニオン性架橋性単量体は、２個以上の重合性不飽和基を有する単量体である。ノニオ
ン性架橋性単量体によって架橋構造（架橋体）が形成され、吸水性能が向上する。
【００４３】
　ノニオン性架橋性単量体は、本発明の効果を一層発揮することができるので、水溶性で
あることが好ましい。以下、水溶性のノニオン性架橋性単量体を水溶性ノニオン性架橋性
単量体とも称する。ここで、水溶性ノニオン性架橋性単量体における「水溶性」とは、２
５℃で水１００ｇに対して５ｇ以上溶解する単量体を指す。水溶性ノニオン性架橋性単量
体は、２５℃で水１００ｇに対して１０ｇ以上溶解することが好ましく、５０ｇ以上溶解
することがより好ましく、１００ｇ以上溶解することがさらに好ましい。
【００４４】
　ノニオン性架橋性単量体としては、特に限定されるものではないが、２個以上の重合性
不飽和基を有する化合物であることが好ましく、例えば、Ｎ，Ｎ’－メチレンビス（メタ
）アクリルアミドなどの（メタ）アクリルアミド系単量体；ジエチレングリコールジアク
リレートなどの（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチルロールプロパントリ（メタ）アクリレ
ート、エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートなどの多官能（メタ）アクリレート；トリ
アリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレートなどのシアヌール酸又はイソシアヌー
ル酸のアリルエステル；等が挙げられる。これらは単独または２種以上混合して用いるこ
とができる。
【００４５】
　これらの中でも、ノニオン性架橋性単量体としては、（メタ）アクリルアミド系単量体
、シアヌール酸又はイソシアヌール酸のアリルエステルおよび多官能（メタ）アクリレー
トであり、好適なノニオン性非架橋性単量体が（メタ）アクリルアミド系単量体であり、
また長期強度も向上することから、ノニオン性架橋性単量体についても（メタ）アクリル
アミド系単量体を含むことが好ましく、Ｎ，Ｎ’－メチレンビス（メタ）アクリルアミド
を含むことがより好ましく、Ｎ，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミドを含むことがさらに
より好ましい。さらに、ノニオン性架橋性単量体が（メタ）アクリルアミド系単量体のみ
であってもよいし、Ｎ，Ｎ’－メチレンビス（メタ）アクリルアミドのみであってもよい
し、Ｎ，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミドのみであってもよい。
【００４６】
　ノニオン性架橋性単量体の単量体混合物中の含有量は、０．１モル％以上である。ノニ
オン性架橋性単量体の含有量が０．１モル％以上であることで、本発明の効果が発現する
。添加初期のセメント組成物の粘性が低く、長期強度に優れるという本発明の効果が一層
奏されることから、ノニオン性架橋性単量体の単量体混合物中の含有量は、好ましい順に
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、０．１５モル％以上、０．２モル％以上、０．５モル％以上である。添加初期のセメン
ト組成物の粘性が低いという観点からは、ノニオン性架橋性単量体の単量体混合物中の含
有量は、０．８モル％以上であってもよく、１．０モル％以上であってもよい。高密度な
架橋構造を有することで、吸水性樹脂が保持した水をセメント組成物に徐々に放出するこ
とができ、長期強度が向上すると考えられる。また、ノニオン性架橋性単量体の単量体混
合物中の含有量は、吸水性能の観点から、８．０モル％以下であることが好ましく、５．
０モル％以下であることがより好ましく、３．０モル％以下であることがさらに好ましい
。
【００４７】
　尚、ノニオン性架橋性単量体は、重合工程前の調製後のノニオン性非架橋性単量体水溶
液に全量添加してもよく、一部を重合開始後に添加してもよい。
【００４８】
　（アニオン性単量体）
　アニオン性単量体とは、単量体中にアニオン性官能基またはその塩の基を有する単量体
を指す。アニオン性官能基とは、カウンターイオンが解離してアニオンとなる（アニオン
化する）官能基を意味する。
【００４９】
　アニオン性官能基またはその塩の基としては、例えば、スルホン酸（塩）基、硫酸（塩
）基、リン酸（塩）基、ホスホン酸（塩）基、カルボン酸（塩）基（カルボキシル基また
はその塩の基）等が挙げられる。
【００５０】
　アニオン性単量体としては、例えば、（メタ）アクリル酸、（無水）マレイン酸、イタ
コン酸、ケイ皮酸、ビニルスルホン酸、アリルトルエンスルホン酸、ビニルトルエンスル
ホン酸、スチレンスルホン酸、メタリルスルホン酸、２－スルホエチルメタクリル酸Ｎａ
、２－ヒドロキシ－３－アリルオキシプロパンスルホン酸、イソプレンスルホン酸、２－
（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、２－（メタ）アクリロイルエ
タンスルホン酸、２－（メタ）アクリロイルプロパンスルホン酸、２－ヒドロキシエチル
（メタ）アクリロイルフォスフェート、リン酸モノ（２－ヒドロキシエチル）メタクリル
酸エステル、リン酸モノ（２－ヒドロキシエチル）アクリル酸エステル、ポリアルキレレ
ングリコールモノ（メタ）アクリレートアシッドリン酸エステル等のアニオン性不飽和単
量体およびこれらの塩が挙げられる。
【００５１】
　アニオン性単量体の単量体混合物中の含有量は、２０モル％以下である。アニオン性単
量体の単量体混合物中の含有量が２０モル％を超えると、初期、例えば、水添加５分で吸
水性樹脂による吸水が起こり、セメント組成物の粘度が急激に上昇する。初期の流動性お
よび粘性の確保の観点から、アニオン性単量体の単量体混合物中の含有量は、好ましい順
に１０モル％未満、５モル％以下、４モル％以下、３モル％以下、２モル％以下、１モル
％以下であり、０モル％である（すなわち、アニオン性単量体を含まない）ことが最も好
ましい。
【００５２】
　本実施形態においては、ノニオン性単量体、アニオン性単量体の他、カチオン性単量体
を含んでいてもよい。カチオン性単量体とは、単量体中にカチオン性官能基またはその塩
の基を有する単量体を指す。カチオン性官能基とは、カウンターイオンが解離してカチオ
ンとなる（カチオン化する）官能基を意味する。
【００５３】
　カチオン性単量体としては、第四級化Ｎ－ビニルイミダゾール、第四級化Ｎ－アリルイ
ミダゾール、第四級化４－ビニルピリジン、第四級化１－［２－（アクリロイルオキシ）
エチル］－１Ｈ－イミダゾール、１－［２－（メタクリロイルオキシ）エチル］－１Ｈ－
イミダゾールおよびこれらの塩が挙げられる。
【００５４】
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　本実施形態においては、カチオン性単量体の単量体混合物中の含有量は、２０モル％以
下であることが好ましく、好ましい順に１０モル％未満、５モル％以下、４モル％以下、
３モル％以下、２モル％以下、１モル％以下であり、０モル％である（すなわち、カチオ
ン性単量体を含まない）ことが最も好ましい。
【００５５】
　本発明の好適な形態は、吸水性樹脂が、イオン性単量体（アニオン性単量体およびカチ
オン性単量体）を含まない、すなわち、吸水性樹脂がノニオン性非架橋性単量体およびノ
ニオン性架橋性単量体を重合してなる形態である。
【００５６】
　（吸水性樹脂の製造方法）
　吸水性樹脂の製造方法としては、特に限定されるものではなく、従来公知の方法により
製造することができる。吸水性樹脂を得るための重合方法として、噴霧重合、液滴重合、
バルク重合、沈殿重合、水溶液重合又は逆相懸濁重合等を挙げることができるが、ここで
は、一例として、水溶液重合を用いた製造方法を挙げる。
【００５７】
　（１）単量体混合物水溶液の調製工程　
　本工程は、重合体を構成する各単量体を溶媒である水に溶解させて単量体混合物水溶液
を調製する工程である。
【００５８】
　各単量体は、一括で添加しても、順番に添加してもよい。ここで、水溶液とは、水分散
液も含む概念である。単量体混合物水溶液には、必要により微量成分（キレート剤、界面
活性剤、分散剤等）等のセメント用添加剤を構成する成分を含んでいてもよい。
【００５９】
　単量体混合物水溶液における「水溶液」とは、溶媒の１００質量％が水に限定されず、
水溶性有機溶剤（例えば、アルコール等）を０～３０質量％、好ましくは０～５質量％を
併用してもよく、本発明ではこれらを水溶液として扱う。
【００６０】
　（２）水溶液重合工程
　水溶液重合は、分散溶媒を用いずに単量体水溶液を重合する方法であり、例えば、米国
特許第４６２５００１号、同第４８７３２９９号、同第４２８６０８２号、同第４９７３
６３２号、同第４９８５５１８号、同第５１２４４１６号、同第５２５０６４０号、同第
５２６４４９５号、同第５１４５９０６号、同第５３８０８０８号、欧州特許第０８１１
６３６号、同第０９５５０８６号、同第０９２２７１７号等に開示されている。
【００６１】
　上記重合時における単量体水溶液の濃度については、特に制限がないが、２０質量％～
飽和濃度以下が好ましく、２５～８０質量％がより好ましく、３０～７０質量％が更に好
ましい。該濃度が２０質量％以上であることで、生産性の低下を抑制できる。尚、単量体
のスラリー（水分散液）での重合は物性の低下が見られるため、飽和濃度以下で重合を行
うことが好ましい。
【００６２】
　重合工程においては、上記で得られた単量体混合物水溶液に重合開始剤が添加される。
【００６３】
　使用される重合開始剤は、重合形態によって適宜決定され、特に限定されないが、例え
ば、光分解型重合開始剤、熱分解型重合開始剤、レドックス系重合開始剤等が挙げられる
。これらの重合開始剤によって、重合が開始される。
【００６４】
　上記光分解型重合開始剤としては、例えば、ベンゾイン誘導体、ベンジル誘導体、アセ
トフェノン誘導体、ベンゾフェノン誘導体、アゾ化合物等が挙げられる。具体的にはベン
ゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピ
ルエーテル、α－メチルベンゾイン、α－フェニルベンゾイン、アントラキノン、メチル
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アントラキノン、アセトフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメト
キシ－２－フェニルアセトン、ベンジルジアセチルアセトフェノン、ベンゾフェノン、ｐ
－クロロベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオフェノン、ジフェニルジ
スルフィド、テトラメチルチウラムスルフィド、α－クロルメチルナフタレン、アントラ
セン、ヘキサクロロブタジエン、ペンタクロロブタジエン、ミヒラーズケトン、２－クロ
ロチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、ベンジルジメチルケタール、ビス
（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキサイド、２－メチル
－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパノン－１，２－ヒドロ
キシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－［４－（２－ヒドロキシエト
キシ）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン等がある。
かかる光分解型重合開始剤は市販品でもよく、チバ・スペシャルティケミカルズの商品名
イルガキュア（登録商標）１８４（ヒドロキシシクロヘキシル－フェニルケトン）、イル
ガキュア（登録商標）２９５９（１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル］－
２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン）などが例示できる。
【００６５】
　また、上記熱分解型重合開始剤としては、例えば、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウム
、過硫酸アンモニウム等の過硫酸塩；過酸化水素、ｔ－ブチルパーオキシド、メチルエチ
ルケトンパーオキシド等の過酸化物；２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒ
ドロクロリド、２，２’－アゾビス［２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジ
ヒドロクロリド等のアゾ化合物等が挙げられる。
【００６６】
　更に、上記レドックス系重合開始剤としては、例えば、上記過硫酸塩や過酸化物にＬ－
アスコルビン酸や亜硫酸水素ナトリウム等の還元性化合物を併用した系が挙げられる。
【００６７】
　また、上記光分解型重合開始剤と熱分解型重合開始剤とを併用してもよい。更に、紫外
線、電子線、γ線等の活性エネルギー線を単独で、あるいは上記重合開始剤と併用しても
良い。
【００６８】
　上記重合開始剤の使用量は、上記単量体に対して、０．０００１～１モル％が好ましく
、０．０００５～０．５モル％がより好ましい。
【００６９】
　重合工程は、常圧、減圧、加圧のいずれでも行うことができるが、好ましくは常圧（又
はその近傍、通常±１０ｍｍＨｇ）で行われる。また、重合開始時の温度は、使用する重
合開始剤の種類にもよるが、１５～１３０℃が好ましく、２０～１２０℃がより好ましい
。
【００７０】
　このようにしてゲル状架橋重合体が得られる。
【００７１】
　（３）ゲル粉砕工程
　本工程は、上記重合工程等（特に水溶液重合）を経て得られる、ゲル状架橋重合体（以
下、「含水ゲル」と称する）をゲル粉砕し、粒子状の含水ゲル（以下、「粒子状含水ゲル
」と称する）を得る任意の工程である。
【００７２】
　使用できるゲル粉砕機は、特に限定されないが、例えば、バッチ式又は連続式の双腕型
ニーダー等、複数の回転撹拌翼を備えたゲル粉砕機、１軸押出機、２軸押出機、ミートチ
ョッパー等が挙げられる。中でも、先端に多孔板を有するスクリュー型押出機が好ましく
、例えば、特開２０００－０６３５２７号公報に開示されたスクリュー型押出機が挙げら
れる。
【００７３】
　（４）乾燥工程
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　本工程は、上記重合工程等を経て得られる含水ゲルを乾燥して乾燥重合体を得る工程で
ある。尚、上記重合工程が水溶液重合である場合、含水ゲルの乾燥前及び／又は乾燥後に
、ゲル粉砕（細粒化）が行われる。また、乾燥工程で得られる乾燥重合体（凝集物）はそ
のまま粉砕工程に供給されてもよい。
【００７４】
　乾燥方法としては、特に限定されず、種々の方法を採用することができる。具体的には
、加熱乾燥、熱風乾燥、減圧乾燥、赤外線乾燥、マイクロ波乾燥、疎水性有機溶媒での共
沸脱水乾燥、高温の水蒸気を用いた高湿乾燥等が挙げられ、これらの１種又は２種を併用
することもできる。乾燥温度は１００～３００℃が好ましく、１２０～２５０℃がより好
ましい。また、乾燥時間としては、含水ゲルの表面積や含水率、乾燥機の種類等に依存す
るが、例えば、１分間～５時間が好ましい。
【００７５】
　（５）粉砕・分級工程
　本工程は、上記乾燥工程で得られた乾燥重合体を、粉砕及び／又は分級して、好ましく
は特定粒度の吸水性樹脂を得る工程である。尚、上記（３）ゲル粉砕工程とは、粉砕対象
物が乾燥工程を経ている点で異なる。また、粉砕工程後の吸水性樹脂を粉砕物と称するこ
ともある。
【００７６】
　粒度の制御は、重合工程、ゲル粉砕工程、又は乾燥工程の粉砕・分級工程で行うことが
できるが、特に乾燥後の分級工程で行うことが好ましい。
【００７７】
　［その他の成分］
　セメント用添加剤は、吸水性樹脂を主成分とする。ここで、主成分とは、セメント用添
加剤の８０質量％以上であることを指し、好ましくは９０質量％以上、さらに好ましくは
９５質量％以上、最も好ましくは９８質量％以上である（上限は１００質量％、すなわち
、吸水性樹脂のみからなるセメント用添加剤）。なお、本発明でいう吸水性樹脂は、得ら
れた重合体に何らかの化学的修飾（表面修飾等）がなされた吸水性樹脂も含む。好ましく
は、吸水性樹脂は、上記単量体混合物を重合してなる重合体のみからなる吸水性樹脂であ
る。
【００７８】
　セメント用添加剤には、吸水性樹脂の他、吸水性樹脂の安定化などを目的として、界面
活性剤、着色防止剤、還元剤等を、それぞれ０～１０質量％、好ましくは０．１～１質量
％含有してもよい。
【００７９】
　＜セメント混和剤＞
　本発明の第二実施形態は、第一実施形態のセメント用添加剤およびセメント分散剤を含
む、セメント混和剤である。両者を組み合わせて用いることで、セメント組成物に添加し
た際に、セメント分散剤の添加量が少ない領域であってもセメントの分散性が担保される
とともにセメント組成物の粘性が低く維持され、また、成形体の長期強度が向上する。
【００８０】
　セメント分散剤としては、従来公知のセメント分散剤を用いることができる。セメント
分散剤としては、例えば、ナフタレンスルホン酸ホルムアルデヒド縮合物等のポリアルキ
ルアリールスルホン酸塩系；メラミンスルホン酸ホルムアルデヒド縮合物等のメラミンホ
ルマリン樹脂スルホン酸塩系；アミノアリールスルホン酸－フェノール－ホルムアルデヒ
ド縮合物等の芳香族アミノスルホン酸塩系；リグニンスルホン酸塩、変性リグニンスルホ
ン酸塩等のリグニンスルホン酸塩系；ポリスチレンスルホン酸塩系等の分子中にスルホン
酸基を有する各種スルホン酸系分散剤；特公昭５９－１８３３８号公報、特開平７－２２
３８５２号公報に記載されるようなポリアルキレングリコールモノ（メタ）アクリル酸エ
ステル系単量体、（メタ）アクリル酸系単量体、及び、これらの単量体と共重合可能な単
量体から得られる共重合体；特開平１０－２３６８５８号公報、特開２００１－２２０４



(14) JP 6959475 B2 2021.11.2

10

20

30

40

50

１７号公報、特開２００２－１２１０５５号公報、特開２００２－１２１０５６号公報、
特開２０１８－１１１６２２号公報に記載のような不飽和（ポリ）アルキレングリコール
エーテル系単量体、マレイン酸系単量体または（メタ）アクリル酸系単量体から得られる
共重合体等の分子中に（ポリ）オキシアルキレン基とカルボキシル基とを有する各種ポリ
カルボン酸系分散剤；特開２００６－５２３８１号公報に記載のような（アルコキシ）ポ
リアルキレングリコールモノ（メタ）アクリレート、リン酸モノエステル系単量体、およ
びリン酸ジエステル系単量体から得られる共重合体等の分子中に（ポリ）オキシアルキレ
ン基とリン酸基とを有する各種リン酸系分散剤、特表２００８－５１７０８０号公報に記
載のリン酸系分散剤などが挙げられる。中でも、セメント分散剤としては、本発明の効果
が一層奏されることから、ポリカルボン酸系分散剤を用いることが好ましい。セメント分
散剤は、１種のみであってもよいし、２種以上であってもよい。
【００８１】
　セメント混和剤中のセメント分散剤と、セメント用添加剤との含有質量比としては、１
：０．１～１０であることが好ましく、１：０．５～５であることがより好ましい。
【００８２】
　＜セメント組成物＞
　本発明の第三実施形態は、第一実施形態のセメント用添加剤およびセメントを含む、セ
メント組成物である。
【００８３】
　また、本発明の他の実施形態は、吸水性樹脂、およびセメントを含むセメント組成物で
あって、吸水性樹脂は、ノニオン性非架橋性単量体５０モル％以上およびノニオン性架橋
性単量体０．１モル％以上含む単量体混合物を重合してなり、前記単量体混合物中、アニ
オン性単量体の含有量が２０モル％以下である、セメント組成物である。
【００８４】
　セメント組成物中の、セメント用添加剤（または吸水性樹脂）の含有割合としては、目
的に応じて、任意の適切な含有割合を採用し得る。このような含有割合としては、水硬セ
メントを用いるモルタルやコンクリート等に使用する場合には、セメント１００質量部に
対するセメント用添加剤（または吸水性樹脂）の含有割合として、好ましくは０．０１～
１０質量部であり、より好ましくは０．０２～５質量部であり、さらに好ましくは０．０
５～３質量部である。このような含有割合とすることにより、低い粘性、高い流動性、強
度の増大等の各種の好ましい諸効果がもたらされる。
【００８５】
　セメント組成物は、好ましくは、水を含む。セメント組成物は、好ましくは、骨材を含
む。
【００８６】
　セメントとしては、任意の適切なセメントを採用し得る。このようなセメントとしては
、例えば、ポルトランドセメント（普通、早強、超早強、中庸熱、耐硫酸塩及びそれぞれ
の低アルカリ形）、各種混合セメント（高炉セメント、シリカセメント、フライアッシュ
セメント）、白色ポルトランドセメント、アルミナセメント、超速硬セメント（１クリン
カー速硬性セメント、２クリンカー速硬性セメント、リン酸マグネシウムセメント）、グ
ラウト用セメント、油井セメント、低発熱セメント（低発熱型高炉セメント、フライアッ
シュ混合低発熱型高炉セメント、ビーライト高含有セメント）、超高強度セメント、セメ
ント系固化材、エコセメント（都市ごみ焼却灰、下水汚泥焼却灰の一種以上を原料として
製造されたセメント）などが挙げられる。さらに、セメント組成物には、高炉スラグ、フ
ライアッシュ、シンダーアッシュ、クリンカーアッシュ、ハスクアッシュ、シリカ粉末、
石灰石粉末等の微粉体や石膏が添加されていても良い。本発明のセメント組成物に含まれ
るセメントは、１種のみであってもよいし、２種以上であってもよい。
【００８７】
　セメント組成物においては、その１ｍ３あたりの単位水量、セメント使用量、および水
／セメント比としては任意の適切な値を設定し得る。このような値としては、好ましくは
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、単位水量が１００ｋｇ／ｍ３～１８５ｋｇ／ｍ３であり、使用セメント量が２５０ｋｇ
／ｍ３～８００ｋｇ／ｍ３であり、水／セメント比（質量比）＝０．１～０．７であり、
より好ましくは、単位水量が１２０ｋｇ／ｍ３～１８０ｋｇ／ｍ３であり、使用セメント
量が２７０ｋｇ／ｍ３～８００ｋｇ／ｍ３であり、水／セメント比（質量比）＝０．１２
～０．６５である。
【００８８】
　骨材としては、細骨材（砂等）や粗骨材（砕石等）などの任意の適切な骨材を採用し得
る。このような骨材としては、例えば、砂（陸砂等）、砕石、水砕スラグ、再生骨材が挙
げられる。また、このような骨材として、珪石質、粘土質、ジルコン質、ハイアルミナ質
、炭化珪素質、黒鉛質、クロム質、クロマグ質、マグネシア質等の耐火骨材も挙げられる
。
【００８９】
　セメント組成物は、好ましくは、セメント分散剤を含む。すなわち、本発明の好適な実
施形態は、第一実施形態のセメント用添加剤、セメント、およびセメント分散剤を含むセ
メント組成物である。セメント分散剤としては第二実施形態の欄で記載したものと同様で
ある。
【００９０】
　セメント組成物中のセメント分散剤と、セメント用添加剤との含有質量比としては、１
：０．１～１０であることが好ましく、１：０．５～５であることがより好ましい。セメ
ント組成物中のセメント分散剤の含有割合は、目的に応じて、任意の適切な含有割合を採
用し得るが、例えば、セメント１００質量部に対して０．０１～１０質量部である。
【００９１】
　セメント組成物は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他のセメント添加
剤を含有することができる。このような他のセメント添加剤としては、例えば、以下の（
１）～（１２）に例示するような他のセメント添加剤が挙げられる。（１）水溶性高分子
物質：メチルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース等の非イオン
性セルロースエーテル類；酵母グルカンやキサンタンガム、β－１，３グルカン類等の微
生物醗酵によって製造される多糖類；ポリアクリルアミド等。（２）高分子エマルジョン
：（メタ）アクリル酸アルキル等の各種ビニル単量体の共重合物等。（３）硬化遅延剤：
グルコン酸、グルコヘプトン酸、アラボン酸、リンゴ酸、クエン酸等のオキシカルボン酸
もしくはその塩；グルコース、フラクトース、ガラクトース、マンノース、キシロース、
アラビノース、リボース、異性化糖などの単糖類；マルトース、シュークロース、ラクト
ースなどの二糖類；ラフィノースなどの三糖類；デキストリンなどのオリゴ糖；エリスリ
トール、キシリトール、Ｄ－アラビニトール、Ｌ－アラビニトール、リビトール、ボレミ
トール、ペルセイトール、ソルビトール、マンニトール、ガラクチトール、Ｄ－トレイト
ール、Ｌ－トレイトール、Ｄ－イジトール、Ｄ－グリシドール、Ｄ－エリトロ－Ｄ－ガラ
クト－オクチトールなどの糖または糖アルコール；グリセリン等の多価アルコール；アミ
ノトリ（メチレンホスホン酸）等のホスホン酸及びその誘導体等。（４）早強剤・促進剤
：塩化カルシウム、亜硝酸カルシウム、硝酸カルシウム、臭化カルシウム、ヨウ化カルシ
ウム等の可溶性カルシウム塩；塩化鉄、塩化マグネシウム等の塩化物；硫酸塩；水酸化カ
リウム；水酸化ナトリウム；炭酸塩；チオ硫酸塩；ギ酸及びギ酸カルシウム等のギ酸塩；
アルカノールアミン；アルミナセメント；カルシウムアルミネートシリケート等。（５）
オキシアルキレン系消泡剤：ジエチレングリコールヘプチルエーテル等のポリオキシアル
キレンアルキルエーテル類；ポリオキシアルキレンアセチレンエーテル類；（ポリ）オキ
シアルキレン脂肪酸エステル類；ポリオキシアルキレンソルビタン脂肪酸エステル類；ポ
リオキシアルキレンアルキル（アリール）エーテル硫酸エステル塩類；ポリオキシアルキ
レンアルキルリン酸エステル類；ポリオキシプロピレンポリオキシエチレンラウリルアミ
ン（プロピレンオキシド１～２０モル付加、エチレンオキシド１～２０モル付加物等）、
アルキレンオキシドを付加させた硬化牛脂から得られる脂肪酸由来のアミン（プロピレン
オキシド１～２０モル付加、エチレンオキシド１～２０モル付加物等）等のポリオキシア
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ルキレンアルキルアミン類；ポリオキシアルキレンアミド等。（６）オキシアルキレン系
以外の消泡剤：鉱油系、油脂系、脂肪酸系、脂肪酸エステル系、アルコール系、アミド系
、リン酸エステル系、金属石鹸系、シリコーン系等の消泡剤。（７）ＡＥ剤：樹脂石鹸、
飽和又は不飽和脂肪酸、ヒドロキシステアリン酸ナトリウム、ラウリルサルフェート、Ａ
ＢＳ（アルキルベンゼンスルホン酸）、アルカンスルホネート、ポリオキシエチレンアル
キル（フェニル）エーテル、ポリオキシエチレンアルキル（フェニル）エーテル硫酸エス
テル又はその塩、ポリオキシエチレンアルキル（フェニル）エーテルリン酸エステル又は
その塩、タンパク質材料、アルケニルスルホコハク酸、α－オレフィンスルホネート等。
（８）その他界面活性剤：各種アニオン性界面活性剤；アルキルトリメチルアンモニウム
クロライド等の各種カチオン性界面活性剤；各種ノニオン性界面活性剤；各種両性界面活
性剤等。（９）防水剤：脂肪酸（塩）、脂肪酸エステル、油脂、シリコン、パラフィン、
アスファルト、ワックス等。（１０）防錆剤：亜硝酸塩、リン酸塩、酸化亜鉛等。（１１
）ひび割れ低減剤：ポリオキシアルキルエーテル等。（１２）膨張材；エトリンガイト系
、石炭系等。
【００９２】
　その他の公知のセメント添加剤としては、セメント湿潤剤、増粘剤、分離低減剤、凝集
剤、乾燥収縮低減剤、強度増進剤、セルフレベリング剤、防錆剤、着色剤、防カビ剤等を
挙げることができる。これら公知のセメント添加剤（材）は１種のみであってもよいし、
２種以上であってもよい。また、その他のセメント添加剤はその添加目的を考慮してセメ
ント組成物中に適当量配合される。
【００９３】
　セメント組成物は、レディーミクストコンクリート、コンクリート２次製品用のコンク
リート、遠心成形用コンクリート、振動締め固め用コンクリート、蒸気養生コンクリート
、吹付けコンクリート等に有効であり得る。セメント組成物は、中流動コンクリート（ス
ランプ値が２２～２５ｃｍのコンクリート）、高流動コンクリート（スランプ値が２５ｃ
ｍ以上で、スランプフロー値が５０～７０ｃｍのコンクリート）、自己充填性コンクリー
ト、セルフレベリング材等の高い流動性を要求されるモルタルやコンクリートにも有効で
あり得る。
【００９４】
　セメント組成物は、構成成分を任意の適切な方法で配合して調整すれば良い。例えば、
構成成分をミキサー中で混練する方法などが挙げられる。
【００９５】
　＜骨材組成物＞
　本発明の第四実施形態は、第一実施形態のセメント用添加剤および骨材を含む、骨材組
成物である。両者を組み合わせて用いることで、セメント組成物に添加した際に、均一性
が良好となる。骨材としては上記第三実施形態のセメント組成物の欄で記載した骨材を用
いることができる。
【００９６】
　骨材組成物中のセメント用添加剤と、骨材と、の含有質量比は、目的に応じて、任意の
適切な含有割合を採用し得る。このような含有割合としては、骨材１００質量部に対する
セメント用添加剤（または吸水性樹脂）の含有割合として、好ましくは０．０１～１０質
量部であり、より好ましくは０．０２～５質量部である。
【００９７】
　＜成形体＞
　本発明の第五実施形態は、セメント組成物を成形してなる、成形体である。
【００９８】
　成形体の形成は、特に制限なく、従来公知の方法により行われる。成形方法としては、
例えば、セメント組成物を型枠に流し込み、型枠ごと、養生を行い、その後脱型する方法
や、セメント組成物を型枠に流し込んだ後、型枠から脱型した成形体に対して養生を行う
方法などが挙げられる。



(17) JP 6959475 B2 2021.11.2

10

20

30

40

50

【００９９】
　養生の方法は特に限定されず、水中養生、封緘養生、気中養生のいずれであってもよい
。また、養生剤を塗って養生しても良い。
【０１００】
　第五実施形態の成形体は、長期間の使用に耐えるため、種々の用途に利用可能である。
具体的には、例えば、ビルなどの建造物；柱、杭、側溝などのコンクリート構造体などが
挙げられる。
【０１０１】
　＜成形体の強度向上方法＞
　本発明の第六実施形態は、セメントを含むセメント組成物を成形してなる成形体の強度
向上方法であって、セメント組成物に第一実施形態のセメント用添加剤を含有させること
を有する、成形体の強度向上方法である。
【０１０２】
　成形体の強度としては、セメント用添加剤添加前の成形体の強度と比較して、１００％
を超えればよく、１０３％以上となることが好ましく、１０５％以上となることがより好
ましく、１０９％以上となることがさらにより好ましい。なお、セメント用添加剤添加後
の成形体の強度は下記実施例に記載の方法により２７日間封緘養生して測定した値を採用
する。
【実施例】
【０１０３】
　本発明の効果を、以下の実施例および比較例を用いて説明する。実施例において「部」
あるいは「％」の表示を用いる場合があるが、特に断りがない限り、「質量部」あるいは
「質量％」を表す。また、特記しない限り、各操作は、室温（２５℃）、常圧で行われる
。
【０１０４】
　〔製造例１］
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド２９．９ｇ、Ｎ，Ｎ－メチ
レンビスアクリルアミド０．０９７４ｇおよび水４５．６ｇを仕込み、均一に溶解させた
。ここで、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量体混
合物中、アクリルアミド９９．８５モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０．１
５モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過硫酸
ナトリウム水溶液１２．５３ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液１２．０１ｇを
添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した
。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得
られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間
熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準
篩を用いて篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉
末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの
範囲にあった。さらに、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範
囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１０５】
　〔製造例２〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド５９．３４ｇ、Ｎ，Ｎ－メ
チレンビスアクリルアミド０．６４７ｇおよび水１９１．５１ｇを仕込み、均一に溶解さ
せた。ここで、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量
体混合物中、アクリルアミド９９．４９モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０
．５１モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過
硫酸ナトリウム水溶液２４．８９ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．８６
ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇
した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった
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。得られたゲル状重合体をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥
し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用い
て篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水
性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあ
った。さらに、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあっ
た。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１０６】
　〔製造例３〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド５８．７３ｇ、Ｎ，Ｎ－メ
チレンビスアクリルアミド１．２７６ｇおよび水１９１．９６ｇを仕込み、均一に溶解さ
せた。ここで、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量
体混合物中、アクリルアミド９９．００モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１
．００モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過
硫酸ナトリウム水溶液２４．６６ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．６４
ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇
した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった
。得られたゲル状重合体をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥
し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用い
て篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水
性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあ
った。さらに、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあっ
た。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１０７】
　〔製造例４〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド３３．５３ｇ、ヒドロキシ
エチルメタクリレート２５．４３ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．０３９ｇ
および水２００．５５ｇを仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリルアミド、ヒドロ
キシエチルメタクリレートおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量体混
合物中、アクリルアミド７０．００モル％、ヒドロキシエチルメタクリレート２９．００
モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．００モル％である。フラスコ内を窒素
置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過硫酸ナトリウム水溶液２０．０５ｇおよ
び０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液１９．４ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。
重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停止した時点で浴温を
８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカ
ッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち
、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、目開き５００μｍ
の篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸
水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。さらには、粉末状吸水
性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂
をセメント用添加剤として用いた。
【０１０８】
　〔製造例５〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド４２．４ｇ、ヒドロキシエ
チルアクリレート１６．４５ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．１５ｇおよび
水１９６．３４ｇを仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリルアミド、ヒドロキシエ
チルアクリレートおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量体混合物中、
アクリルアミド８０．００モル％、ヒドロキシエチルメタクリレート１９．００モル％、
Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．００モル％である。重合開始後発熱し、１０分
後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０
分間熟成を行なった。得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化した
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のち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび
２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５
０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以
上が４５～８５０μｍの範囲にあった。さらには、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上
が１００～８５０μｍの範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として
用いた。
【０１０９】
　〔製造例６〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド５８．７３ｇ、Ｎ，Ｎ－メ
チレンビスアクリルアミド１．２７６ｇおよび水１９１．９６ｇを仕込み、均一に溶解さ
せた。ここで、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量
体混合物中、アクリルアミド９９．００モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１
．００モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過
硫酸ナトリウム水溶液２４．６６ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．６４
ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇
した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった
。得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３
時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き７１０μｍおよび５００μｍのＪＩＳ
標準篩を用いて篩分し、目開き７１０μｍの篩を通過し、目開き５００μｍの篩上に残っ
た粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μ
ｍの範囲にあった。さらには、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μ
ｍの範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１０】
　〔製造例７〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド５８．７３ｇ、Ｎ，Ｎ－メ
チレンビスアクリルアミド１．２７６ｇおよび水１９１．９６ｇを仕込み、均一に溶解さ
せた。ここで、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量
体混合物中、アクリルアミド９９．００モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１
．００モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過
硫酸ナトリウム水溶液２４．６６ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．６４
ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇
した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった
。得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３
時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き２５０μｍおよび１２５μｍのＪＩＳ
標準篩を用いて篩分し、目開き２５０μｍの篩を通過し、目開き１２５μｍの篩上に残っ
た粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μ
ｍの範囲にあった。さらには、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μ
ｍの範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１１】
　〔製造例８〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド４７．９２ｇ、アクリル酸
１０．８ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．２８３ｇおよび水１９１．２７ｇ
を仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリル酸、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチ
レンビスアクリルアミドからなる単量体混合物中、アクリル酸１８．００モル％、アクリ
ルアミド８１．００モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．００モル％である
。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過硫酸ナトリウム水溶
液２４．７７ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．９６ｇを添加し、攪拌を
停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が
停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重
合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミ
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キサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分
し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂
を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。
さらには、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあった。
この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１２】
　〔製造例９〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド５３．８６ｇ、アクリル酸
４．９６ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．１８ｇおよび水１９１．２ｇを仕
込み、均一に溶解させた。ここで、アクリル酸、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレン
ビスアクリルアミドからなる単量体混合物中、アクリル酸９．００モル％、アクリルアミ
ド９０．００モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．００モル％である。フラ
スコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過硫酸ナトリウム水溶液２４
．８１ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２４ｇを添加し、攪拌を停止して重合
させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停止した時点
で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合体（含水ゲ
ル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕
したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、目開き５
００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採取した。
粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。さらには、粉
末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあった。この粉末状吸
水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１３】
　〔製造例１０〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド５６．３１ｇ、アクリル酸
２．４ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．２８６ｇおよび水１９１．１８ｇを
仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリル酸、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレ
ンビスアクリルアミドからなる単量体混合物中、アクリル酸４．００モル％、アクリルア
ミド９５．００モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド１．００モル％である。フ
ラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過硫酸ナトリウム水溶液２
４．８２ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２４．０１ｇを添加し、攪拌を停止
して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停止
した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合体
（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサ
ーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、
目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採
取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。さら
には、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあった。この
粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１４】
　〔製造例１１〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド６０．８７ｇ、トリアリル
イソシアヌレート２．１３ｇおよび水１８６．３７ｇを仕込み、均一に溶解させた。ここ
で、アクリルアミドおよびトリアリルイソシアヌレートからなる単量体混合物中、アクリ
ルアミド９９．００モル％、トリアリルイソシアヌレート１．００モル％である。フラス
コ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過硫酸ナトリウム水溶液２６ｇ
および０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２４．９２ｇを添加し、攪拌を停止して重合さ
せた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停止した時点で
浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合体（含水ゲル
）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕し
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たのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、目開き５０
０μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採取した。粉
末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。さらには、粉末
状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあった。この粉末状吸水
性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１５】
　〔製造例１２〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド３．８ｇ、ヒドロキシエチ
ルアクリレート６．２１ｇ、３－メチル－３－ブテン－１－オール（イソプレノール）の
水酸基にエチレンオキシドを付加（エチレンオキシドの平均付加モル数５０）させたもの
を５１．９９ｇ、トリアリルイソシアヌレート１．０ｇおよび水２２９．０２ｇを仕込み
、均一に溶解させた。ここで、アクリルアミド、ヒドロキシエチルアクリレート、３－メ
チル－３－ブテン－１－オール（イソプレノール）の水酸基にエチレンオキシドを付加（
エチレンオキシドの平均付加モル数５０）させたもの、およびトリアリルイソシアヌレー
トからなる単量体混合物中、アクリルアミド４０モル％、ヒドロキシエチルアクリレート
４０モル％、３－メチル－３－ブテン－１－オール（イソプレノール）の水酸基にエチレ
ンオキシドを付加（エチレンオキシドの平均付加モル数５０）させたもの１７モル％、お
よびトリアリルイソシアヌレート３モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴
上で４５℃に加熱し、１％過硫酸ナトリウム水溶液４．０９６ｇおよび０．１％Ｌ－アス
コルビン酸水溶液３．９２７ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し
、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温さ
せ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細
分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μ
ｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目
開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０
質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加
剤として用いた。
【０１１６】
　〔製造例１３〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド１．３４ｇ、３－メチル－
３－ブテン－１－オール（イソプレノール）の水酸基にエチレンオキシドを付加（エチレ
ンオキシドの平均付加モル数５０）させたものを６１．３１ｇ、トリアリルイソシアヌレ
ート０．３５ｇおよび水２３４．１９ｇを仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリル
アミド、３－メチル－３－ブテン－１－オール（イソプレノール）の水酸基にエチレンオ
キシドを付加（エチレンオキシドの平均付加モル数５０）させたもの、およびトリアリル
イソシアヌレートからなる単量体混合物中、アクリルアミド４０モル％、３－メチル－３
－ブテン－１－オール（イソプレノール）の水酸基にエチレンオキシドを付加（エチレン
オキシドの平均付加モル数５０）させたもの５７モル％、およびトリアリルイソシアヌレ
ート３モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過
硫酸ナトリウム水溶液１．４４ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液１．３８１ｇ
を添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇し
た。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。
得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時
間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標
準篩を用いて篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った
粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍ
の範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１７】
　〔製造例１４〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド３．８３ｇ、ヒドロキシエ
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チルアクリレートを６．２５ｇ、３－メチル－３－ブテン－１－オール（イソプレノール
）の水酸基にエチレンオキシドを付加（エチレンオキシドの平均付加モル数５０）させた
ものを５２．３８ｇ、ジエチレングリコールジアクリレートを０．５４ｇおよび水２２８
．９６ｇを仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリルアミド、ヒドロキシエチルアク
リレート、３－メチル－３－ブテン－１－オール（イソプレノール）の水酸基にエチレン
オキシドを付加（エチレンオキシドの平均付加モル数５０）させたもの、およびジエチレ
ングリコールジアクリレートからなる単量体混合物中、アクリルアミド４０モル％、ヒド
ロキシエチルアクリレート４０モル％、３－メチル－３－ブテン－１－オール（イソプレ
ノール）の水酸基にエチレンオキシドを付加（エチレンオキシドの平均付加モル数５０）
させたもの１７モル％、およびジエチレングリコールジアクリレート３モル％である。フ
ラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過硫酸ナトリウム水溶液４
．１２６ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液３．９５６ｇを添加し、攪拌を停止
して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停止
した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合体
（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサ
ーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、
目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採
取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。この
粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１８】
　〔製造例１５〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにヒドロキシエチルアクリレートを５２．８
８ｇ、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸ナトリウムを９．４４ｇ、ジ
エチレングリコールジアクリレートを０．６８ｇおよび水２０７．３７ｇを仕込み、均一
に溶解させた。ここで、ヒドロキシエチルアクリレート、２－アクリルアミド－２－メチ
ルプロパンスルホン酸ナトリウム、およびジエチレングリコールジアクリレートからなる
単量体混合物中、ヒドロキシエチルアクリレート９０モル％、２－アクリルアミド－２－
メチルプロパンスルホン酸ナトリウム９モル％、およびジエチレングリコールジアクリレ
ート１モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過
硫酸ナトリウム水溶液１５．２１ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液１４．５８
ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇
した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった
。得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３
時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ
標準篩を用いて篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残っ
た粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μ
ｍの範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１１９】
　〔比較製造例１〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド４１．０６ｇ、アクリル酸
１８．７４ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０．１９ｇおよび水９１．２０ｇを
仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリル酸、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレ
ンビスアクリルアミドからなる単量体混合物中、アクリル酸３１．００モル％、アクリル
アミド６８．８５モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０．１５モル％である。
フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、２％過硫酸ナトリウム水溶液
２４．８０ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．９９ｇを添加し、攪拌を停
止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停
止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合
体をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕し
たのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ標準篩を用いて篩分し、目開き５０
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０μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残った粉末状吸水性樹脂を採取した。粉
末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μｍの範囲にあった。さらには、粉末
状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μｍの範囲にあった。この粉末状吸水
性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１２０】
　〔比較製造例２〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド４１．０６ｇ、アクリル酸
１８．７４ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０．１９ｇおよび水９１．２０ｇを
仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリル酸、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレ
ンビスアクリルアミドからなる単量体混合物中、アクリル酸３１．００モル％、アクリル
アミド６８．８５モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０．１５モル％である。
フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、２％過硫酸ナトリウム水溶液
２４．８０ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．９９ｇを添加し、攪拌を停
止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停
止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合
体をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕し
たのち分級を行った。分級は、特開２０１５－０４８３８６号公報の［１１７］～［１１
９］と同様の操作で実施し、粉末状吸水性樹脂を得た。この粉末状吸水性樹脂をセメント
用添加剤として用いた。粉末状吸水性樹脂の平均粒子径は５０μｍであった。なお、比較
製造例２、３の平均粒子径は以下のようにして測定した；レーザー回析式粒度分布装置Ｈ
ＯＲＩＢＡ社製　ＬＡ－９２０を使用し、分布形態：標準、粒子径基準：体積、グラフ形
態：棒グラフ、に設定した後、試料バスにメタノールを入れて空気抜き及び光軸調整を行
った。次にサンプルを試料バスに入れ、サンプルを投入したと同時に、超音波を２分かけ
た後、透過率が８１～８８％になるようサンプル濃度を調整した。測定は、サンプル濃度
調整後、再度超音波処理を２分行った後に実施した。
【０１２１】
　〔比較製造例３〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド４１．０６ｇ、アクリル酸
１８．７４ｇ、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０．１９ｇおよび水９１．２０ｇを
仕込み、均一に溶解させた。ここで、アクリル酸、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレ
ンビスアクリルアミドからなる単量体混合物中、アクリル酸３１．００モル％、アクリル
アミド６８．８５モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０．１５モル％である。
フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、２％過硫酸ナトリウム水溶液
２４．８０ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２３．９９ｇを添加し、攪拌を停
止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇した。液温の上昇が停
止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった。得られたゲル状重合
体をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕し
たのち分級を行った。分級は、特開２０１５－０４８３８６号公報の［１２３］～［１２
５］と同様の操作で実施し、粉末状吸水性樹脂を得た。この粉末状吸水性樹脂をセメント
用添加剤として用いた。粉末状吸水性樹脂の平均粒子径は１５μｍであった。
【０１２２】
　〔比較製造例４〕
　１０００ｍｌの円筒型セパラブルフラスコにアクリルアミド５９．９９ｇ、Ｎ，Ｎ－メ
チレンビスアクリルアミド０．０１３ｇおよび水１９１．０７ｇを仕込み、均一に溶解さ
せた。ここで、アクリルアミドおよびＮ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミドからなる単量
体混合物中、アクリルアミド９９．９９モル％、Ｎ，Ｎ－メチレンビスアクリルアミド０
．０１モル％である。フラスコ内を窒素置換したのち、湯浴上で４５℃に加熱し、１％過
硫酸ナトリウム水溶液２４．８７ｇおよび０．１％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２４．０６
ｇを添加し、攪拌を停止して重合させた。重合開始後発熱し、１０分後に８０℃まで上昇
した。液温の上昇が停止した時点で浴温を８０℃まで昇温させ、３０分間熟成を行なった
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。得られたゲル状重合体（含水ゲル）をカッターを用いて細分化したのち、１３０℃で３
時間熱風乾燥し、ミキサーで粉砕したのち、目開き５００μｍおよび２５０μｍのＪＩＳ
標準篩を用いて篩分し、目開き５００μｍの篩を通過し、目開き２５０μｍの篩上に残っ
た粉末状吸水性樹脂を採取した。粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が４５～８５０μ
ｍの範囲にあった。さらには、粉末状吸水性樹脂は、９０質量％以上が１００～８５０μ
ｍの範囲にあった。この粉末状吸水性樹脂をセメント用添加剤として用いた。
【０１２３】
　［吸水試験方法］
　ＣａＳＯ４・２Ｈ２Ｏを１．７２ｇ、Ｎａ２ＳＯ４を６．９６ｇ、Ｋ２ＳＯ４を４．７
６ｇ、ＫＯＨを７．１２ｇ、脱イオン水を９７９．４ｇ混合し、吸水試験用の溶液を調製
した（ｐＨ１２．９）。
【０１２４】
　粉末状吸水性樹脂約０．２ｇを正確に秤量し（質量Ｗ１（ｇ））、４ｃｍ×５ｃｍの不
織布製のティーバッグの中に入れ、ヒートシールにより封入した。このティーバッグを、
ガラス製で規定容量が５０ｍＬのスクリュー管に入れ、吸水試験用の溶液５０ｍＬ中に室
温（２５℃）、常圧で所定の時間（５分、２時間、２８日間）まで浸漬した。次いで、テ
ィーバッグの端をピンセットでつかんでティーバッグを引き上げ、ティーバッグの一面を
下にしてキムタオル（日本製紙クレシア株式会社製）の上に乗せて５秒間静置した。次い
で、反対の面を下にしてキムタオルの上に乗せて５秒間静置することにより液切りを行っ
た後、上記ティーバッグの質量（Ｗ２（ｇ））を測定した。別途、同様の操作を吸水性樹
脂を用いないで行い、そのときのティーバッグの質量（Ｗ３（ｇ））をブランクとして求
めた。次式に従って算出した吸水倍率を吸液能力とした。
【０１２５】
【数１】

【０１２６】
　下記表１に各粉末状吸水性樹脂の吸水倍率を記載した。
【０１２７】
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【表１】

【０１２８】
　以上の結果から、製造例１～１５の粉末状吸水性樹脂は、５分経過後には、吸水倍率が
２０ｇ／ｇ以下であり、また、２時間経過後であっても、２０ｇ／ｇ未満であった一方、
２８日経過後は２９ｇ／ｇ以上の高い吸水倍率を有するものであった。一方、比較製造例
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１～３の粉末状吸水性樹脂は、５分経過後にすでに吸水倍率が２０ｇ／ｇを超えるものと
なっていた。また、比較製造例４の粉末状吸水性樹脂は、５分経過後には２０ｇ／ｇ以下
であったが、２時間経過後には２０ｇ／ｇを超えるものとなっていた。この結果から、製
造例１～１５の粉末状吸水性樹脂は、水添加初期（おおよそ２時間程度まで）は、吸水性
能があまり高くない一方、時間経過により、高い吸水性能を発揮することがわかる。
【０１２９】
　なお、粉末状吸水性樹脂は、上記吸水性試験方法により、５分浸漬後の吸水倍率が２０
ｇ／ｇ以下であることが好ましく、１５ｇ／ｇ以下であることがより好ましく、１３ｇ／
ｇ以下であることがより好ましく、１２ｇ／ｇ以下であることがさらにより好ましく、１
１ｇ／ｇ以下であることが特に好ましく、１０ｇ／ｇ以下であることが最も好ましい。
【０１３０】
　〔製造例Ａ：セメント分散剤の製造〕
　ジムロート冷却管、テフロン（登録商標）製の撹拌翼と撹拌シール付の撹拌器、窒素導
入管、温度センサーを備えたガラス製反応容器にイオン交換水８０．０部を仕込み、２５
０ｒｐｍで撹拌下、窒素を２００ｍＬ／分で導入しながら７０℃まで加温した。次に、メ
トキシポリエチレングリコールモノメタクリル酸エステル（エチレンオキシドの平均付加
モル数９個）１３３．４部、メタクリル酸２６．６部、メルカプトプロピオン酸１．５３
部およびイオン交換水１０６．７部の混合溶液を４時間かけて滴下し、それと同時に過硫
酸アンモニウム１．１９部とイオン交換水５０．６部の混合溶液を５時間かけて滴下した
。滴下完了後１時間、７０℃に保って重合反応を完結させた。そして、水酸化ナトリウム
水溶液で中和して、セメント分散剤である重合体を含むポリカルボン酸系共重合体水溶液
を得た（固形分約４６．０質量％）。
【０１３１】
　〔製造例Ｂ：セメント分散剤の製造〕
　ジムロート冷却管、テフロン（登録商標）製の撹拌翼と撹拌シール付の撹拌器、窒素導
入管、温度センサーを備えたガラス製反応容器に、３－メチル－３－ブテン－１－オール
（イソプレノール）の水酸基にエチレンオキシドを付加（エチレンオキシドの平均付加モ
ル数５０）させたもの（以下、ＩＰＮ－５０と称す）（８０％水溶液）１９８．２部、ア
クリル酸０．３２部、過酸化水素水（２％水溶液）１２．４７部、イオン交換水４４．７
５部を仕込み、２５０ｒｐｍで撹拌下、窒素を２００ｍＬ／分で導入しながら５８℃まで
加温した。次に、アクリル酸２７．１２部、イオン交換水１０８．５部からなる混合溶液
を３時間かけ滴下し、それと同時にＬ－アスコルビン酸０．７４部、３－メルカプトプロ
ピオン酸１．６１部、イオン交換水８６．３１部からなる混合溶液を３時間３０分かけて
滴下した。滴下完了後１時間、５８℃に保って重合反応を完結させた。そして、水酸化ナ
トリウム水溶液で中和して、セメント分散剤である重合体を含むポリカルボン酸系共重合
体水溶液を得た（固形分約４８．０質量％）。
【０１３２】
　〔製造例Ｃ：セメント分散剤の製造〕
　特開２０１８－１１１６２２号公報の製造例Ｃ－１の製造方法にしたがってセメント分
散剤である重合体を含むポリカルボン酸系共重合体水溶液を得た（固形分約４０質量％）
。
【０１３３】
　〔製造例Ｄ：セメント分散剤の製造〕
　特開２０１８－１１１６２２号公報の製造例Ｃ－３の製造方法にしたがってセメント分
散剤である重合体を含むポリカルボン酸系共重合体水溶液を得た（固形分約４０質量％）
。
【０１３４】
　〔製造例Ｅ：セメント分散剤の製造〕
　特開２０１８－１１１６２２号公報の製造例Ｃ－４の製造方法にしたがってセメント分
散剤である重合体を含むポリカルボン酸系共重合体水溶液を得た（固形分約４０質量％）
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。
【０１３５】
　〔製造例Ｆ：セメント分散剤の準備〕
　分散剤としてマイティ１５０（ナフタレンスルホン酸塩のホルマリン縮合物、花王社製
、固形分約４０質量％）を用いた。
【０１３６】
　〔製造例Ｇ：セメント分散剤の準備〕
　分散剤としてマスターポゾリスＮｏ．８（リグニンスルホン酸化合物、ＢＡＳＦジャパ
ン社製、固形分約１００質量％）を用いた。
【０１３７】
　〔製造例Ｈ：セメント分散剤の製造〕
　特表２００８－５１７０８０号公報記載の方法に準じて縮合反応を行い、ポリエチレン
グリコール（エチレンオキシドの平均付加モル数：２０モル）モノフェニルエーテルとフ
ェノキシエタノールホスフェートのホルムアルデヒドによる縮合によって、ポリエチレン
グリコール（エチレンオキシドの平均付加モル数：２０モル）モノフェニルエーテルとフ
ェノキシエタノールホスフェートの比率が３０／７０（モル％）、重量平均分子量（Ｍｗ
）が２５０００の縮合体を含有するリン酸系分散剤の水溶液を得た。
【０１３８】
　［評価方法１：モルタル試験と強度試験方法］
　ＪＩＳ－Ｒ５２０１－１９９７に準拠した機械練り用練混ぜ機、さじ、フローテーブル
、フローコーンおよび突き棒を使用した。この際、特記しない限りは、ＪＩＳ－Ｒ５２０
１－１９９７に準拠してモルタル試験を行なった。
【０１３９】
　モルタル（セメント組成物）の配合は、太平洋セメント社製普通ポルトランドセメント
５８７ｇ（下記添加された吸水性樹脂は含まない量）、ＪＩＳ－Ｒ５２０１－１９９７に
準拠したセメント強さ試験用標準砂１３５０ｇ、製造例Ａ～Ｈで得た共重合体水溶液（セ
メント分散剤）と消泡剤とを含むイオン交換水２６４．１ｇ（セメント１００質量部に対
する共重合体固形分含有量は０．１１～０．３１質量部、下記表２）および粉末状吸水性
樹脂である。粉末状吸水性樹脂は、予めセメント１００質量部に対して０．３質量部（実
施例１２、１３では０．１質量部）添加し、セメントと混合させた。消泡剤は、気泡がモ
ルタル組成物の分散性に及ぼす影響を避けることを目的に添加し、空気量が４．０％以下
になるようにした。具体的にはオキシアルキレン系消泡剤を、共重合体に対して０．１％
になるような量で使用した。なお、モルタルの空気量が４．０％より大きい場合には、空
気量が４．０％以下になるように消泡剤の添加量を調節した。
【０１４０】
　モルタルは、室温（２０±２℃）にてホバート型モルタルミキサー（型番Ｎ－５０、ホ
バート社製）を用いて、４分３０秒間で調製した。具体的には、練り鉢に規定量のセメン
トおよび粉末状吸水性樹脂を入れ、練混ぜ機に取り付け低速で始動させた。パドルを始動
させて１５秒後に規定量のセメント分散剤および消泡剤を含んだ水を１５秒間で入れた。
その後、砂を入れ、低速で３０秒間練混ぜた後、高速にして、引き続き３０秒間練混ぜを
続けた。練り鉢を練混ぜ機から取り外し、１２０秒間練混ぜを休止した後、再度練り鉢を
練混ぜ機へ取り付け、高速で６０秒間練混ぜた後（１番始めに低速で始動させてから４分
３０秒後）、さじで左右各１０回かき混ぜた。練混ぜたモルタルをフローテーブル上に置
いたフローコーンに２層に分けて詰める。各層は、突き棒の先端がその層の約１／２の深
さまで入るように、全面にわたって各々１５回突き、最後に不足分を補い、表面をならし
、１番始めに低速で始動させてから６分後に、フローコーンを垂直に持ち上げた後、テー
ブルに広がったモルタルの直径を２方向について測定し、この平均値をフロー値とした。
【０１４１】
　モルタル空気量の測定は、５００ｍｌのメスシリンダーにモルタルを投入し、重量と体
積を測定し、測定した体積と、投入した重量のモルタルの空気量が０％の際の体積との差
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【０１４２】
　フロー値と空気量を測定した後、型枠にモルタルまたはコンクリートを流し込み、圧縮
強度試験用試料を作製し、以下の条件にて、２８日後の圧縮強度を測定した。
【０１４３】
　供試体作製：５０ｍｍ×１００ｍｍ
　供試体養生１（２８日封緘）：温度約２０℃、湿度６０％、恒温恒湿空気養生を２４時
間行った後、型枠から脱型し、モルタル表面と外部との水のやりとりができない様に供試
体をポリフィルムで包んだ後、ポリ袋に入れ密閉し、２７日間封緘養生を実施した。
【０１４４】
　供試体養生２（２８日気中）：温度約２０℃、湿度６０％、恒温恒湿空気養生を２４時
間行った後、型枠から脱型し、供試体をそのまま同じ環境下に静置し、２７日間気中養生
を実施した。
【０１４５】
　供試体研磨：供試体面研磨（供試体研磨仕上げ機使用）
　圧縮強度測定：自動圧縮強度測定器（前川製作所）
　［評価方法２：ロート流下試験方法］
　ポンプ圧送時の配管通過性評価として、モルタルのロート流下試験を実施した。モルタ
ルが途中で閉塞することなく、しかも短時間で流下したものは配管通過性が良好と判断し
た。ロート流下試験の具体的な方法は以下のとおりである。
【０１４６】
　土木学会基準ＪＳＣＥ－Ｆ５４１に規定されたＪ１４ロート（上端内径７０ｍｍ、下端
内径１４ｍｍ、高さ３９２ｍｍ）の下端にゴム栓をし、台で鉛直に支持した。次に、流出
したモルタル量を計測するための電子はかりをＪ１４ロート下端の下方に設置した。
【０１４７】
　得られたモルタルをＪ１４ロート上面まで流し込み上面をならした。次に、ゴム栓を外
してモルタルを流出させ、モルタル流出開始より１２００ｇ流下するまでの時間をストッ
プウォッチで計測し、これをロート流下時間とした。
【０１４８】
　下記表２に各実施例、比較例の結果を記載した。なお、２８日強度の欄における％は、
同一のセメント用分散剤のセメント用添加剤を添加しない場合の数値を１００％としたと
きの各強度の％である。具体的には、実施例１～１３、比較例９、１７は比較例１を、実
施例１４、比較例１０は比較例２を、実施例１５、比較例１１は比較例３を、実施例１６
、比較例１２は比較例４を、実施例１７、比較例１３は比較例５を、実施例１８、比較例
１４は比較例６を、実施例１９、比較例１５は比較例７を、実施例２０、比較例１６は比
較例８を、それぞれ１００％としたときの各強度の％である。
【０１４９】
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【０１５０】
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【０１５１】
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【表２－３】

【０１５２】
　以上の結果より、実施例のセメント用添加剤を用いたセメント組成物は、セメント用添
加剤を添加していない比較例１～８と同等の分散剤量で同等のフロー値が得られた。また
、同等のフロー値（流動性）となるセメント組成物においては、実施例のセメント用添加
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剤を用いたセメント組成物では、比較例９～１７のセメント用添加剤を用いたセメント組
成物と比較して少ないセメント分散剤量であった。また、実施例のセメント用添加剤を用
いたセメント組成物は、流下時間が短いことから、粘性が低く、ポンプ圧送性に優れるこ
とがわかった。また、実施例のセメント用添加剤を用いたセメント組成物は、セメント用
添加剤を添加していない比較例１～８と比較して２８日の封緘および気中養生での強度が
向上した。
【０１５３】
　なお、封緘養生、気中養生は実構造物の養生条件となる。封緘養生は、構造物の内部、
気中養生は構造物の表面の強度を示していると考えられる。実施例のセメント組成物は、
セメント用添加剤を添加しない比較例と比較して、封緘・気中養生での強度向上効果が著
しく高くなっていることから、実構造物での強度向上が期待される。
【０１５４】
　一方、アニオン性単量体が単量体混合物中２０モル％を超える粉末状吸水性樹脂（比較
製造例１）を用いた比較例９～１６、およびノニオン性架橋性単量体が単量体混合物中０
．１モル％未満である粉末状吸水性樹脂（比較製造例４）を用いた比較例１７では、同等
のフロー値（流動性）を得るためには分散剤を多く配合する必要があった。また、比較例
９～１７のセメント組成物は、流下時間が長いことから、粘性が高く、作業の点で劣る結
果となった。
【０１５５】
　［評価方法３：コンクリート試験と強度試験方法］
　セメントとして普通ポルトランドセメント（太平洋セメント社製）、細骨材として大井
川水系産陸砂、粗骨材として青海産砕石、混練水として水道水を用い、セメント：３８２
ｋｇ／ｍ３、水：１７２ｋｇ／ｍ３、細骨材：７９６ｋｇ／ｍ３、粗骨材：９３０ｋｇ／
ｍ３、細骨材率（細骨材／細粗骨材＋粗骨材）（容積比）：４７％、セメント用分散剤お
よび粉末状吸水性樹脂　下記表３に記載の配合比、水／セメント比（質量比）＝０．４５
の配合にてセメント組成物を調製した。なお、粉末状吸水性樹脂は、予めセメント１００
質量部に対して０．３質量部添加して、セメントと混合させた。
【０１５６】
　なお、セメント組成物の温度が２０℃の測定温度になるように、測定に使用する材料、
強制練りミキサー、測定器具類を上記の測定温度雰囲気下で調温し、混練および各測定は
上記の測定温度雰囲気下で行った。また、セメント組成物中の気泡がセメント組成物の流
動性に及ぼす影響を避けるために、必要に応じてオキシアルキレン系消泡剤を用い、空気
量が４．５±０．５％となるように調整した。
【０１５７】
　上記条件下に強制練りミキサーを用いて混練時間９０秒間でコンクリートを製造し、フ
ロー値と空気量を測定した。なお、フロー値と空気量の測定は、日本工業規格（ＪＩＳ－
Ａ－１１０１：２０１４、１１２８：２０１４）に準拠して行った。また、セメント分散
剤の添加量は、フロー値が３７５ｍｍ～４２５ｍｍになる添加量とした。
【０１５８】
　フロー値と空気量を測定した後、圧縮強度試験用試料を作製し、以下の条件にて、２８
日後の圧縮強度を測定した。
供試体作製：１００ｍｍ×２００ｍｍ
供試体養生（２８日）：温度約２０℃、湿度６０％、恒温恒湿空気養生を２４時間行った
後、コンクリート表面と外部との水のやりとりができない様に供試体をポリフィルムで包
んだ後、ポリ袋に入れ密閉し、２７日間封緘養生を実施した。
供試体研磨：供試体面研磨（供試体研磨仕上げ機使用）
圧縮強度測定：自動圧縮強度測定器（前川製作所）
　結果を下記表３に記載した。
【０１５９】
　［評価方法４：ロート流下試験方法］
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　ポンプ圧送時の配管通過性評価として、モルタルのロート流下試験を実施した。モルタ
ルが途中で閉塞することなく、しかも短時間で流下したものは配管通過性が良好と判断し
た。ロート流下試験の具体的な方法は以下のとおりである。
【０１６０】
　コンクリートの粘性を表す指標としてＶロートを使用し、「高流動コンクリートの漏斗
を用いた流下試験方法（案）（ＪＳＣＥ－Ｆ５１２－２００７）」（土木学会コンクリー
ト委員会　規準関連小委員会編、「２００７年制定コンクリート標準示方書〔規準編〕　
土木学会規準および関連規準」、社団法人土木学会、平成１９年５月、第１刷、ｐ．１９
８－１９９）に準拠して充填直後のフレッシュコンクリートのＶロート流下時間を測定し
た。
【０１６１】
　結果を下記表３に記載した。なお、表３の流下時間の欄において、「閉塞」とあるのは
、粘性が高すぎてＶロート内でコンクリートが詰まり、すべてが流れ出ない状態を指す。
【０１６２】
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【表３】

【０１６３】
　以上の結果より、実施例のセメント用添加剤を用いたセメント組成物は、セメント用添
加剤を添加していない比較例１８と同等あるいはそれよりも少ない分散剤量で同等のフロ
ー値が得られた。また、同等のフロー値（流動性）となるセメント組成物においては、実
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施例のセメント用添加剤を用いたセメント組成物では、比較例１９～２１のセメント用添
加剤を用いたセメント組成物と比較して少ないセメント分散剤量であった。また、実施例
のセメント用添加剤を用いたセメント組成物は、流下時間が短いことから、粘性が低く、
ポンプ圧送性に優れることがわかった。また、実施例のセメント用添加剤を用いたセメン
ト組成物は、セメント用添加剤を添加していない比較例１８と比較して２８日の封緘およ
び気中養生での強度が向上した。
【０１６４】
　一方、アニオン性単量体が単量体混合物中２０モル％を超える粉末状吸水性樹脂（比較
製造例１～３）を用いた比較例１９～２１では、同等のフロー値（流動性）を得るために
は分散剤を多く配合する必要があった。また、比較例１９～２１のセメント組成物は、流
下時間が長いことから、粘性が高く、作業の点で劣る結果となった。
【０１６５】
　本出願は、２０１９年４月９日に出願された、日本特許出願　特願２０１９－０７４１
４８号に基づいており、その開示内容は、その全体が参照により本明細書に組みこまれる
。
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